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１．設置目的 

国の公共事業の進め方の透明性をより一層向上させるため、国土交通省所管

公共事業の事業評価実施要領を改定（H21.12.24）し、国土交通省の直轄事業

に係る新規事業採択時評価については、今年度より学識経験者等の第三者から

構成される委員会等の意見を聴取することとなったため、港湾整備事業の新規

事業採択時評価について意見を聴取する「港湾整備事業評価委員会」を設置す

るものである。 

 
２．構成 
 委員会は、別紙に掲げる者をもって構成する。 
 
３．庶務 
 委員会の庶務は、関係課等の協力を得て、港湾局計画課において処理する。 
 
４．その他 
 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会に

おいて定める。 
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